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１．「開会挨拶（財団概況含む）」
松浦 隆志（財団常務理事）

（１）健生財団の概要
 2022年３月末時点の AD 会員の状況は、登録者数が601名で、平均年齢は69.2歳。全国の協

議会数は36で、そのうち法人格を有する協議会12となっています。登録者601名の構成は、男
性は65歳以上が約８割を占めるのに対して、女性は約６割で、平均年齢は男性が71.6歳、女
性は66.6歳となっています。全体としては65歳～75歳がピークですが、80歳以上の方も約100
名おり、現在も各地で AD 活動を元気に続けられている方が多くおられます。

（２）主な前半の事業・活動概況
「AD 養成事業」については、今期新たに「AD 活動支援オンライン講座」として「フォローアップ講座（7、9月）」

「スキルアップ講座（6、8月）」を導入。また、「財団事業案内」改訂版の発行、ホームページに「ライブラリー」の開
設等を行っています。
「フレイル予防」については、東京大学高齢社会総合研究機構（IOG）の「フレイルチェック」を導入している市町

村が24都道府県で93市町村。年内に100近くになると思われ、フレイル予防に対する国民の意識が徐々に高まって
きている中、IOG では、財団も賛助会員として参加するフレイル予防普及・啓発を目的とした「NPO 法人 全国フ
レイルサポーター連絡連合会」を立上げたところです。
「100歳大学」の普及状況ですが、コロナ禍で２年間中断していた滋賀県栗東市、甲賀市が今年から講座を再開。

和歌山市、長岡市では本格実施へ向けたプレ100歳大学が実施され、その他三重県、神奈川県、千葉県、北海道の
各地でも導入へ向けた取り組みが始まっています。

（３）大会テーマ「“つながりと共感”で地域共生社会を創る～今こそADが担い手に～」について
ここ数年で考えてみると、少子高齢化問題の解決の要は「高齢者の活躍」がどこまで進むかというにことによる

と考えています。「高齢者が次世代を支える役割意識を持つ」というパラダイムシフトといいますか、これまでの現
役世代が高齢者を支えるということから、高齢者が若い世代を支える、への意識の転換が必要になります。私たち
の知識・経験を活かして多世代の意思・知識・経験・活動などへの支援が重要な役割です。既に地域のリーダーと
して活躍されている AD の皆様方には、さらにステップアップして Social Innovator（社会的な改革者）としての
活動領域の拡大をぜひ目指していただきたいと思います。

この30年、「健康生きがいづくり」のパイオニアとして、また地域共生社会の実現を担うトップランナーとして
活躍されてきた AD の皆さまとともに、財団の２つの軸である「フレイル予防」、そして「100歳大学」普及を推進
していきたいと思います。
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